
平成２８年４月１日

平成２８年度普通交付税及び地方特例交付金の４月概算交付

総務省は、普通交付税及び地方特例交付金を４月４日（月）に交付することと

しました。

１ ４月概算交付額は以下のとおりです。

普通交付税（道府県分） ２兆 ８５６億円

（市町村分） １兆８，３９７億円

地方特例交付金

（都道府県分） ２４７億円

（市区町村分） ３７０億円

２ 交付額の各都道府県別内訳は、別紙１及び２のとおりです。

＜参考＞

・ 普通交付税の交付時期は、４月、６月、９月及び１１月

（地方交付税法（以下、交付税法 ）第１６条第１項）。

・ 地方特例交付金の交付時期は、４月及び９月

（地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律（以下、特例交付金法 ）第５条第１項）。

・ 当該年度において交付すべき普通交付税及び地方特例交付金の額は、毎年８月３１

（交付税法第１０条第３項及び特例交付金法第４条第１項）日までに決定しなければならない

こととされているところ、決定前の４月に交付される普通交付税及び地方特例交付金

（交付税法第１６条は、前年度の決定額に一定の率を乗じて算出される概算交付となる

第１項及び特例交付金法第５条第１項）

連絡先

自治財政局交付税課 髙梨・瀧口

代表 ０３－５２５３－５１１１

直通 ０３－５２５３－５６２３

ＦＡＸ ０３－５２５３－５６２５







 

地方特例交付金の概要 

 

 

 １ 趣 旨 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収

を補塡するために地方特例交付金を交付することとしている。 

 

 ２ 交付の対象 

   都道府県、市町村及び特別区   

  

 ３ 交付総額 

平成２８年度総額 １，２３３億円 

 

 ４ 交付方法 

   各地方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額で按分 

 

 ５ 交付時期 

   ４月及び９月     

 

  

  ※ 東日本大震災により有していた自己の居住用家屋が滅失等をして居住の用に供すること

ができなくなった納税義務者が、住宅の再取得又は増改築等をした場合において所得税に

おける東日本大震災に係る特例措置の適用を受けたときは、現行の個人の道府県民税及び

市町村民税の住宅借入金等特別税額控除の対象となるが、その減収分については、震災復

興特別交付税により全額措置することとしており、地方特例交付金の対象外である。 


